
決算書掲載頁　81

内
訳

時代や環境の変化に対応できる人材の育成を推進するとともに、高度・多様化する行政課題に的確に対応できるよう職
員の能力開発及び資質の向上を図る。

人材育成基本方針における実施計画に定める実施計画を推進するため、庁内プロジェクトチームを立ち上げて具体策に
ついて議論を進める。
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職員一人ひとりの能力の向上が、組織力の向上につながり、ひいては市民サービス
の向上につながっているから。A

人材の育成を推進するとともに、職員の能力
開発及び資質の向上を図るため、人材育成
基本方針及び研修実施計画に基づき人事課
主催研修、派遣研修、職場研修、自主研修等
を実施した。
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高度・多様化する行政課題に的確に対応できるよう職員の能力開発及び資質の向上を図ることで組織力を強化し、市民
サービスの向上を図る。
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直営 昭和47年度以前 地方公務員法第３９条第１項

市職員約７００人と嘱託・アルバイト約８００人

人材育成基本方針における実施計画に定める実施計画を推進するため、庁内プロジェクトチームを立ち上げて具体策に
ついて議論を進める。

A A B

一般財源

12,5435,681

6,862

0

0.90

0.00

5,450

0

0

173

(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

人材育成基本方針の見直しを行うとともに、職員研修事業において、職員個々に必要な能力の習得・向上を目標に、職
員の主体的な能力開発の支援とともに、職場研修の推進や職場外研修の充実を通じて効率的・効果的に職員の能力向
上を図る。
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事業：職員の資質向上事業                                

平成２５年度においては、人材育成基本方針※及び平成２５年度研修実施計画に基づき、人材育成を進めるべ

く、研修を行った。また、プロジェクトチームにより、人材育成基本方針の改定を行った。 

※ 人材育成基本方針 

… 本市の人材育成のあり方や基本的な方向性等を明らかにし、組織全体として人材育成を推進していくため 

策定したもの 

 

細事業：職員研修事業                             

１．職員研修事業 

(1) 階層別研修 

各階層の区分に応じ、それぞれの組織の役割を正しく認識するために必要な知識・技能等の習得を図った。 

        ・９コース：４３０名 

 

(2) 特別研修 

「時代の潮流」を的確に察知し、多様化・複雑化する行政課題に適切に対応していくための能力の向上を図

った。特に、職員の法令遵守意識の高揚等のため、コンプライアンス研修を実施した。 

   ・９コース：１１８７名 

 

(3) 中部合同研修 

中部ブロック各市職員との交流を深めながら、専門的知識及び技能等の習得と併せて、研修指導者の養成

を図った。 

  ・８コース：７３名 

 

(4) 派遣研修 

研修機関等へ積極的に職員を派遣し、本市行政課題の研究及び幅広い知識、見識を習得させ、行政運営能

力の向上を図った。 

① おおさか市町村職員研修研究センター主催研修   

・能力向上・専門実務研修等 １８コース：２５名 

・講演会等 １３コース：７９名 

② 自治大学校派遣研修  

 ・１コース：１名 

 

(5) 自主研修 

① 通信教育 

 自己啓発に努める職員の意欲に応え、職員の自主的な能力及び資質向上に努める意識を高めるため、通

信教育研修を取り入れ受講修了者に対して助成を行った。 

平成２５年度の受講修了者は４０名であった。 

 

② 自主研究グループ  

 職員の自己及び相互啓発意欲の高揚や資質の向上を図るとともに、研究成果を施策に反映させるなど、

市政の発展に資することを目的として自主的に結成された研究グループに対し助成を行った。 

平成２５年度の研究グループは、かわちながの保健師自主研究サークル、立ちあがれかわちながの、ち

くちくの３グループであった。 

 


